





Study on Sustainable Electricity Policy in China:
Analysis and Discussion for Electricity Supply Shortage around 2003
ZHOU, Weisheng・QIAN, Xuepeng・LUO, Jinmo・NAKAGAMI, Kenichi
The demand of electricity keeps increasing as long as the economy grows quickly in developing 
countries such as China. Around Year 2003, the shortage of electricity happened in China and 
influenced the industries and the society greatly. At the same time, the economic development, 
energy structure and environmental situation has been changing extensively, so the strategies 
and policies of electricity supply need to be decided based on the integrated consideration in 
suitable temporal and spatial scales. In this study, we analyze and  summarize the reasons and 
related issues of the electricity supply shortage around Year 2003 from the relationship of 
electricity demand and supply, together with environmental problems. Due to the regional 
inequilibrium of economic development, we define 3 regional patterns based on economic and 
industrial situation and use the patterns for the discussion on the electricity demand and supply 
problems. The comparison between Japan and China has been conducted for understanding the 
relationships among economic growth, energy security and environment protection. From the 
analysis, we conclude several proposals for policy makers to ensure the sustainable electricity 
supply in China, moreover, for the energy security problems in Asia Pacific regions in the future.
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2003 年の電力需要量は 18,910 億 kWh、伸び率は 15.4％となっており、1980 年代以来最大となっ
た。一方、2002 年下半期から始まった電力不足は、2003 年には全国的に広がった。香港・マ
カオを除き全国 31 省市のうち、22 省市が電力使用を制限したり、停電したりするなどの措置
を取らざるをえなかった。図 2 ３）では、電力の使用制限措置を取った地域は、電力網別で見る
と華北電力網、華東電力網、華中電力網、西北電力網と南方電力網である。中国国家電力公司
の統計によると、2004 年には、停電や使用制限した地域は 24 ヶ所にのぼり、電力不足問題が
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さらに深刻化となった。電力不足は 2002 年には 2,000 万 kWh、2003 年には 3,000 万 kWh、




































1997 年のアジア経済危機当時、景気減速を懸念した中国が第 10 次 5 カ年計画（2001～2005）





しかし、図３に示すように、発電能力の増加率を見ると、1999 年が 7.7％、2000 年が 6.9％、


































された石炭価格の自由化改革の影響で、2003 年には市販された石炭価格（171.84 元 /トン、1
月～9月までの平均価格）は発電用石炭価格（138.19 元 /トン）より高くなっている。つまり、
従来の価格より安い発電用石炭の調達が困難となり、2003 年には発電用石炭不足分が 1.5 億ト
ン、発電使用量（8.26 億トン）の 18.1％を占めている。
（3）大干ばつに水力発電が稼動困難















エネルギー消費の 53.5％であった。しかし、中国の GDPに占める工業比重は 45.3％であり、
その内、重工業の比重は 29.1％となった。つまり、中国の GDPの 3割弱を生み出す重工業が
エネルギー消費の 5割強を超えていることがわかる。また、電力需要の 7割は工業部門からで





要が増え続けている。民生家庭部門の電力需要割合は 1996 年の 10.7％から 2003 年の 12.6％ま
で上昇している。













































華東地域 上海 江蘇 浙江 安徽 福建
最大負荷 8429.8 1670.3 3094.5 2038.4 924.8 1201.5
空調負荷 3180 700 1150 700 330 300
空調負荷割合（％） 37.7 41.9 37.2 34.3 35.7 25.0












また、中国は 1996 年以来毎年 500 億ドルを超えた外資を受け入れており、「世界の工場」と
して成長している。外資系企業は主に製造業に集中しており、2003 年には中国工業生産額の 3
割を占めている。2003 年度外資企業の電力需要を試算すると、約 2,655 億 kWhの結果がえら























































































































































































中国は、2002 年の中国共産党第 16 回全国大会で 2020 年の達成を目指す「全面的な小康社会」
を国家発展の全体目標としている（表 2）８，９）。この目標は、2000 年の GDPを 2020 年には 4倍
増し、年率 7.2％の経済成長を維持することを意味している。この目標によると、2010 年の
GDPは約 2兆ドル、2020 年には約 4兆ドルまで拡大する見込みであるが、実際に 2010 年の
GDPは、すでに 5兆 8895 億ドル（2000 年の 5 倍に近い規模）に達成でき、また 1人当りの
GDPも 2000 年の 945 米ドルから 2010 年の 4400 米ドルと 4倍増した。2020 年の国家目標はな

















2003 年実績 2010 年目標値 2020 年目標値
実質 GDP 11.67（兆億元） 17.64～18.38（兆億元） 33.11～36.16（兆億元）














電力消費（1人当り生活用）* 11％（174kWh） 年 10％増（320 kWh） 年 8％増（712 kWh）
地域格差（都市と農村） 3.11 倍 3.1 倍 3.2 倍










ると、2011 年は、都市部人口が 6億 9,079 万人（中国全人口の約 51％）に上り、初めて農村
部人口（6億 5,656 万人）を超えた。この差は、3,423 万人であり、日本の首都圏の総人口、ま
たは韓国の総人口の半分に相当するものである。1人当りの GDPも 2000 年の 945 米ドル（名








10 万ドル以上、約 8,000 万人富裕層、100 万ドル以上、56 万人（いずれ 2011 年の時点）（World 
Wealth Report 2012）の存在である。四つ目は 9,000 万人を超えた一人っ子政策世代が消費の















WTO加盟後、外資の流入が急速に増えつつある。表 3に示すように、年間 500 億ドルを超え
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る外資の投資により、中国の GDP成長を約 3％貢献していることがわかる。このように、中










































めている。2000 年の時点で、エネルギーの国内生産量は 10.7 億トン標準炭に対し、消費量は
13 億トン標準炭となり、石炭の占める割合はいずれも 66％を超えた。2000 年までの 20 年間、
エネルギー生産の年平均増加率は約 4.2％、消費の増加率は約 2.7％である。2000 年以降、特
に 2003 年度はエネルギーの生産と消費が共に 10％の伸びを示し、世界エネルギー消費の
12.1％を占めており、アメリカに次ぐ世界第 2 位となった（BP社「世界エネルギー統計
2004」）12）。
表 4に主要な研究機関の予測を示す 13～ 15）。2000 年の一次エネルギー消費量（1,303 百万トン
標準炭）と比較すると、2010 年は 46％増、2020 年は 103％増である。つまり、2020 年の一次
エネルギー消費は 2000 年の時点より倍増になると予想される。
一方、本研究の計算によると、2000 年の SO2 排出量は 1,995 万トン、CO2 は 8.52 億トン（炭
素換算）である。2000 年のエネルギー消費構造と効率をそのまま維持していけば、2020 年に
SO2 は 3,500 万トンを超え、CO2 は 17 億トンの計算結果が得られる。中国では、大気の国家 2
級基準（SO2 容認濃度年平均 0.06 mg/m3）によると、SO2 排出の環境容量が年間 1,200 万トン
であり、3,500 万トンになれば、遙かに基準値を超え、甚大な被害が生じかねないだろう。





2010 年 1860～2130 1860 1985




中国 日本 アメリカ 世界合計
2000 年 852 320 1,577 6396
2010 年 1240 343 1835 7910
2020 年 1720 370 2088 9850
（注） 一次エネルギー消費の CO2 排出量、炭素換算百万トン。中国のデータは本研究試算。日本・アメリ


















要が急速に増大し、電力弾性値は 1.3 となっている。そして、1973 年度の電力使用量は 4,218
億 kWh、1966 年度の 1,903 億 kWhと比べ、実に 2.2 倍増となるのである。
一方、中国では、1980～1999 年までの 20 年間、電力需要対 GDP弾性値は約 0.81 に止まった。
これは主に軽工業を中心とした産業構造と低い民生需要に原因があると考えられる。しかしな



















୰ᅜ 㻜㻚㻢㻣 㻜㻚㻤㻥 㻝㻚㻝㻢
᪥ᮏ 㻞㻚㻡㻞 㻞㻚㻢㻥 㻞㻚㻥㻤
䜰䝯䝸䜹 㻡㻚㻡㻥 㻢㻚㻝㻢 㻢㻚㻡㻤
ୡ⏺ 㻝㻚㻜㻢 㻝㻚㻝㻢 㻝㻚㻟㻝
㻞㻜㻜㻜 㻞㻜㻝㻜 㻞㻜㻞㻜
図 13　中国の 1人当たりCO2 排出量の国際比較
（注） 表 5のデータを元に算出。中国の人口データは本研究が試算、その他は日本国立社会保障・人口問題
研究所の「日本の将来推計人口（平成 14 年 1 月推計）」による。
（出所）筆者作成。
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2000 年～2004 年の 5 年間で、GDP伸び率は平均 9.2％、電力需要伸び率は 12％、つまり弾性


























































（注） International Energy Outlook 2004（EIA, 2004/04）、World Energy Outlook 2002（IEA, 2002/09）、
「APEC Energy Demand and Supply Outlook 2002」（APERC, 2002/09）、2020 中国持続可能なエネ




給の構造と今後の見通しを考えてみよう。図 16 に 2000 年から 2004 年までの 5年間における


























































































































また、図 18に示すように、中国における年負荷率は 2000 年～ 2002 年の間で 70％を超えたが、

































国家発展改革委員会は 2007 年 11 月に公表した「原子力発電中長期発展計画」の中で、2020
年までに稼働中の原子力発電所の設備容量を 4000 万 kWに拡大するとなる目標を掲げた。
中国では、2011 年 8 月 7 日に広東省の嶺澳Ⅱ期２号機（PWR、108 万 kW）が運転を開始し
たことによって、稼働中の原子力発電所は合計 14 基・約 1200 万 kWとなった。稼働中は、世
界的に見れば第 9位（国際原子力機関調べ）に過ぎないが、建設中は 27 基・約 3000 万 kW、
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